
平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所）

意見の概要 措置内容 措置状況

（１）平常時の地域団体等の一層の連携による要援

護者支援活動の充実

①防災福祉コミュニティ

ア 地域福祉活動と連携した防災学習や要援護者も

対象とした防災訓練等の実施 

  地域住民への防災の啓発は，福祉活動と連携す

ることで参加者も多くなり，より効果が高くなる

ものと考えられるため，消防局においては，活動

実績報告書の様式の見直し等も含め，地域福祉活

動と連携した活動及び要援護者向け防災活動等の

実施状況の把握に努めるとともに，日頃から，そ

の実施を防災福祉コミュニティに積極的に働きか

けられたい。 

 （消防局予防課） 

防災福祉コミュニティが作成する

「活動実績報告書」に福祉活動に関

する実施状況も記載できるよう様式

を見直すことについて、この活動実

績報告書は年度当初に各防災福祉コ

ミュニティから提出いただく「防災

組織運営活動費助成申請書」に対応

したものとしての一年間の実績報告

であるため、福祉活動について取り

立てて報告を求めていない。

しかし、防災福祉コミュニティか

らの訓練の相談や指導をしている各

消防署の地区担当者が要援護者支援

の取り組みをはじめ、訓練内容を詳

細に把握している。

各消防署から毎月本部に送付して

いる「消防職員地区担当制活動結果

報告書」の中に、防コミが活動した

詳細内容を記載する欄を設けてい

る。

平成 25 年度に各消防署から報告

された内容から、具体的に実施例を

挙げていくと、例えば、防コミが主

体となって児童館の児童と一緒に公

園で消火訓練を実施したり、地域で

実施しているラジオ体操の後に防災

訓練を実施したり、老人ホームが実

施する避難訓練に防コミが安全管理

として訓練支援するなどの活動内容

の報告が挙がってきている。

今後においてもこのような地域福

措置済 
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イ 地区担当者及び地域防災調整者の役割分担の検

証 

要援護者支援活動推進の点において，消防署と区

役所及び区社協の担当者間での連携が必ずしも十分

でないといった面が見られ，また，要援護者支援と

いう専門外の新しい観点に対応していくためにも，

地区担当者と地域防災調整者の役割を検証し，要援

護者支援の関係機関との調整機能の強化を図られた

い。 

（消防局予防課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 市民防災リーダー研修における要援護者支援プ

祉活動と連携した活動についての把

握にさらに努めていく。 

また、要援護者支援の取り組みと

いう項目を設けて、要援護者向け防

災活動の実施状況を報告している。 

今後とも、地域福祉活動と連携し

た活動及び災害時の要援護支援は重

要な取り組みであると認識してお

り、日ごろから地域の実情に応じた

働きかけと実施状況の把握に努めて

いく。 

（消防局予防課） 

 

 

  

要援護者支援活動推進という観

点で、消防署内の事務分担では、区

役所関係課との調整は地域防災調整

者が担当することになっており、地

域との窓口は地区担当者が担当する

ことになっている。 

また、消防署長は区役所の部長

となっており、さらに平成 24 年度

からは総合的な地域防災力の向上を

図るため、消防防災課長を新設し、

消防署と区役所等との連携が強化さ

れている。 

今後においても、地域防災調整

者のスキルを上げ、署長、消防防災

課長とともに関係機関と連携して、

地域の実情に則した要援護者支援活

動のサポートができるよう、対応し

ていく。 

（消防局予防課） 
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意見の概要 措置内容 措置状況 
 

ログラムの追加 

要援護者に配慮した防災福祉コミュニティの活動

がさらに展開されるように，市民防災リーダー研修

においても，福祉関係団体等との協力支援のもと，

要援護者を対象とした避難訓練や要援護者に配慮し

た避難所運営訓練など，要援護者支援プログラムを

実施されたい。 

（消防局予防課，消防防災課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度からは市民防災リー

ダー研修に要援護者支援のプログラ

ムを追加する（平成 26 年 4 月 10 日

付、各消防署あて実施通知文発

出）。 

また、平成 25 年度に作成した消

防職員向けの「市民指導マニュア

ル」に、「車いすの取り扱い」や視

覚聴覚障害者の方を避難誘導する要

援護者搬送支援方法などを記載して

おり、平成 26 年度以降はこのマ

ニュアルを活用して、職員が市民防

災リーダーの方々などに指導してい

く。 

（消防局予防課，消防防災課） 

 

 

措置済 

 

 

 

②ふれあいのまちづくり 

ア ふれあいサロン（喫茶）の拡充 

 ふれあいサロン（喫茶）は，平常時においては，

高齢者の閉じこもりを防止し，地域内の高齢者の仲

間づくりや相互の助け合いの機運を醸成するととも

に，参加者に関する情報等を地域で共有する機会と

なるものであり，災害時の情報伝達，安否確認等に

も有用となる事業である。ふれあいサロン（喫茶）

について，例えば，開催頻度の短縮，地域福祉セン

ター以外での開催，特に男性高齢者の参加を促す企

画の実施など，ふれあいのまちづくり協議会がふれ

あい喫茶の拡充に努めるように支援されたい。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

 

 

 
イ 部会活動の充実 

「ふれあいのまちづくり協議会 運営の手引

 

 

開催頻度については，ふれあいの

まちづくり協議会が地域の実情に応

じて判断することとなる。地域福祉

センター以外での開催については，

現在でも自治会館などの民間施設で

行う場合にも「ふれあいのまちづく

り助成」の対象として支援を行って

いる。男性高齢者の参加を促す企画

の実施については，「男性料理教

室」なども「ふれあいのまちづくり

助成」の対象としており，そのよう

な事例をＰＲするなど喫茶への参加

にもつなげている。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

 

支援条例第２条第２号では「要援

 

 

措置済 
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意見の概要 措置内容 措置状況 
 
き」によれば，地域が一体となった防災活動や防

犯活動などの安全で安心なコミュニティづくりを

協議会の役割の一つとしており，また，委員の一

部の方が機動的に集まり，事業を企画・実施する

ための部会の設置についても規定されている。支

援条例の施行を受け，地域における要援護者支援

活動に関する議論を深め，地域における要援護者

支援の取り組みをさらに進めていくためには，協

議会に防災部会を設置し，防災福祉コミュニティ

との連携を図っていくことが望まれる。 

ついては，ふれあいのまちづくり協議会が，さ

らに防災部会の設置及び防災福祉コミュニティと

の連携を推進していけるよう，一層尽力された

い。 

（保健福祉局計画調整課，消防局予防課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

護者の支援をしようとする防災福祉

コミュニティ，ふれあいのまちづく

り協議会，自治会，地区民生委員・

児童委員協議会，消防団，地域自立

支援協議会その他の団体であって市

長が定めるもの」を要援護者支援団

体としている。地域によって，各団

体の活動状況はさまざまであること

から，支援を行う主体を広く認める

ことで，必ずしも防災福祉コミュニ

ティやふれあいのまちづくり協議会

といった全小学校区で組織されてい

る団体に限らず，地域で要援護者支

援に関して熱意のある団体に取り組

んでいただくこととしている。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

これまでも消防局では「防災福祉

コミュニティ育成事業実施要綱」第

4 条に基づき、ふれあいのまちづく

り協議会に防災部会を設置し、防災

活動を実施していただくことを推奨

してきているので、今後とも、地域

の実情に応じた活動を実施していた

だくよう支援していく。 

（消防局予防課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

③住民主体の地域見守り体制の充実 

ア 地域見守り体制の充実 

 各区においては，北区の「絆サポーター」，兵庫

区の「高齢者みまもり応援団」などの新たな取り組

みが行われており，この他，民生委員支援員制度の

より一層の活用やふれあい喫茶を活用した参加者相

互の見守りも考えられる。 

保健福祉局においては，これらの取り組みを参考

にして，地域特性に応じた地域見守り体制を充実さ

 

 

地域住民同士で見守りあえる地域

づくりを行うため、あんしんすこや

かセンターの見守り推進員を中心

に、平成 16 年度から「コミュニ

ティサポートグループ育成支援事

業」を実施している。ふれあい喫茶

や映画会などの交流事業や介護予防

 

 

措置済 
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意見の概要 措置内容 措置状況 
 
れたい。 

（保健福祉局計画調整課，介護保険課） 

 

 

 

 

 

 

イ オートロック化された集合住宅での地域見守り

の検討 

中央区役所及び中央区の区社協では，平成 24 年

度より「集合住宅ひとり暮らし高齢者等支援研修

会」を開催し，民生委員，友愛訪問，集合住宅管理

組合，関係事業者（新聞配達所，宅配事業者）等と

集合住宅の高齢者への支援方法を検討・実施してい

る。 

中央区等の取り組みを参考にして，集合住宅

「内」でお互いが助け合う環境（仕組み）と「外

（周辺地域）」と排他的にならずに協働する仕組み

を，マンションデベロッパーや集合住宅管理組合の

参加を求め，関係部局を含め，検討されたい。 

（保健福祉局計画調整課，介護保険課） 

 

 

 

 

 

ウ あんしんすこやかルームの機能維持 

 「あんしんすこやかルーム」の財源である阪神・

淡路大震災復興基金事業が平成 26年度末に終了す

る予定となっている。 

保健福祉局においては，基金事業の期間延長，一

般施策として国等への予算要望などあんしんすこや

かルームに係る財源確保に努めるとともに，あんし

んすこやかルームの機能維持に努められたい。 

 （保健福祉局介護保険課） 

教室、世代間交流など地域特性に応

じた活動の立ち上げを支援し、住民

同士で見守り合える地域づくりを各

区・地域で展開しているところであ

る。（平成 24 年 支援グループ数 

327 グループ） 

（保健福祉局介護保険課） 

 

 

 

平成 23 年度から実施している

「協力事業者による高齢者見守り事

業」において、平成 25 年度から従

来の宅配事業に加えて新たに住宅管

理事業者にも拡大し、現在 2 社も協

力事業者として参加いただいてい

る。中央区以外の地域においても、

本事業の協定をもとにあんしんすこ

やかセンターと住宅管理事業者をは

じめ、新聞販売店や宅配事業者等が

顔の見える関係作りをしながら連携

し、住宅や地域の状況に応じて、

オートロックマンション等の集合住

宅における見守りの強化を図ってい

るところである。 

（保健福祉局介護保険課） 

 

 

平成 27 年度以降についても基金

時事業の延長を要望するともに、

国・県に対して恒久的な仕組の構築

等について要望を行うこととしてい

る。 

 あんしんすこやかルームをはじめ

とした高齢者の見守り事業の今後に

ついて、現在開催中の「高齢者見守
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意見の概要 措置内容 措置状況 
 

りのあり方検討会」において平成

26 年 6 月末頃には方向性を出す予

定である。検討会での方向性をふま

え、具体的な方策を検討することと

している。 

（保健福祉局介護保険課） 
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意見の概要 措置内容 措置状況 
 
（２）要援護者支援活動への本市の体制及び仕組み

の充実 

①地域要援護者支援活動への支援策 

ア 区総合防災訓練での要援護者支援訓練の実施 

いくつかの区においては，モデル地区を指定し，

区役所はもとより，要援護者支援団体として想定さ

れる，防災福祉コミュニティ，ふれあいのまちづく

り協議会などの地域団体や障がい者団体とも連携

し，実際に要援護者も参加した情報伝達・避難誘

導・安否確認などの訓練を実施しており，その取り

組みを全域的に拡充していくことも効果的と考えら

れる。 

今後とも，区総合防災訓練等については，地域住

民や要援護者等の参加も求め，要援護者支援訓練も

実施されたい。 

      （各区総務課） 

 

 

 

 

 

 地域においては、すでに要援護者

を巻き込んだ訓練を実施していると

ころもあり、実施地域のノウハウを

他の地域へ拡充していけるよう関係

課並びに関係団体とも連携を図り、

区の総合防災訓練等において、地域

住民や要援護者等を巻き込んだ、要

援護者支援訓練の実施を検討してい

きたい。 

（東灘区総務課） 

 

西郷地区においては、平成 24 年

12 月及び平成 26 年 3 月に津波避難

訓練を実施した。 

その中で、平成 24 年 12 月に実施

した際には、要援護者の訓練参加は

なかったものの、要援護者を想定し

た訓練を実施し、平成 26 年 3 月に

おいては、西郷地区防災福祉コミュ

ニティとして、地域に居住する聴覚

障害者に対して声かけ及び避難誘導

の訓練も行うなど、一部の災害時要

援護者の参加ではあるが、地域の連

携のもとで訓練ができた。 

さらに、灘区医師会にも参加いた

だき、トリアージの円滑な実施にあ

たっての避難者各自の協力の重大さ

ということについて講演をいただく

など、参加する関係団体の枠も広げ

る中で実施してきている。 

今後も、できるだけたくさんの関

係団体や関係者にも参加をいただき

 

 

 

 

措置方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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意見の概要 措置内容 措置状況 
 

ながら実施していきたい。 

（灘区総務課） 

 

一部地域では，社会福祉協議会が

事務局となり，防災福祉コミュニ

ティ，ふれあいのまちづくり協議会

などの地域団体をはじめ，要援護者

が利用される施設とも連携し，実際

に高齢者・障がい者・車いす使用な

ど要援護者も参加した訓練を実施し

た。 

これをモデルケースとして，引き

続き，区社会福祉協議会（地域福祉

ネットワーカー）等と連携していく

とともに区総合防災訓練等への参加

のあり方を検討していきたい。 

（中央区総務課） 

 

兵庫区では，平成 18 年度から，

防災福祉コミュニティ等と連携しな

がら実施している区総合防災訓練の

中で併せて，民生委員，障がい者団

体等の協力を得ながら，高齢者・障

害者が参加する災害時の要援護者避

難訓練を毎年度実施している。 

平成 25 年度までに区内 17 地区の

防災福祉コミュニティのうち 15 地

区について要援護者避難訓練を実施

してきており，平成 26 年度も継続

実施する。 

また，各地区の地域住民による自

主的な防災訓練においても，車椅子

や簡易担架などの避難資材を用いた

避難訓練や要援護者の安否確認など

を独自に実施している地区があり，

区役所や消防署もこうした地域の取

 

 

 

措置方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

り組みに対して支援を行っており，

引き続き支援を継続していく。 

（兵庫区総務課） 

 

 北区では、毎年実施する区総合防

災訓練を地域の防災福祉コミュニ

ティや消防・警察・建設事務所・水

道局など防災関係機関と協力し共同

開催することにより、その地域の課

題や特性を活かした訓練を行ってい

る。また、訓練実施地域だけでな

く、各種団体や他の防災福祉コミュ

ニティにも案内を送付し、各地域の

防災意識の向上に役立ててもらって

いる。 

 平成 23 年度から要援護者支援を

テーマに訓練を行い、平成 23 年度

は「ひよどり台地区」において、要

援護者支援の課題抽出、平成 24 年

度は「藤原台地区」において、北区

の推進する「災害時要援護者支援の

取組」を紹介する訓練を行い、平成

25 年度は「大原・桂木地区」にお

いて、実際の要援護者が参加する訓

練を行った。 

 また、平成 24 年度の訓練から、

医療機関や老人福祉施設等が参加し

た訓練を行っている。 

平成 26 年度は、要援護者の登録

を行った「道場地区」において、支

援計画を作成し、それに基づいた要

援護者支援訓練を地域・事業者・行

政が連携し実施する。今後も「道場

地区」をモデルに要援護者支援訓練

を各地域で実施し、要援護者支援の

登録に繋げていきたい。 

 

 

 

 

措置済 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

（北区総務課） 

 

長田区では、従前より区総合防災

訓練時に災害時要援護者避難訓練を

併せて実施し、要援護者と支援者の

参加を得て、安否確認や避難誘導な

どを行っている。 

平成 25 年度にも高齢者や外国人

等要援護者と支援者の参加を得た。 

今後も引き続き、地域団体等と実

施時期や内容を相談しながら、要援

護者等の区総合防災訓練への参加を

推進していく。 

（長田区総務課） 

 

区総合防災訓練においては、要援

護者の避難訓練などを取り入れ、既

に実施しているところである。ま

た、地域においても、多くの防災福

祉コミュニティが訓練の中で要援護

者支援の取り組みを行っており、今

後は消防署と連携しさらなる拡充に

努めていきたい。 

（須磨区総務課） 

 

従来より、区総合防災訓練につい

ては、防災福祉コミュニティ、ふれ

あいのまちづくり協議会とともに実

施し、要援護者の支援を目的とした

避難所への参集訓練や情報伝達訓練

等を実施している。 

今後も、訓練内容や参加者の拡充

等について、関係者と相談しなが

ら、取り組みを進めていきたい。 

（垂水区総務課） 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

 西区では、平成 24 年度の総合防

災訓練において玉津４防コミ（玉

津・出合・枝吉・高津橋）と共同で

防災訓練を実施した。また、訓練で

は従来の訓練内容にプラスして避難

訓練も実施し、地域・事業者・要援

護者が協働で訓練に参加、避難所で

ある体育館では、避難者名簿の作

成、血圧測定などのバイタルチェッ

クを玉津地域の病院や各種団体等に

ご参加いただき実施した。 

このように今後も訓練を通じて、

災害に対して迅速に対応できるよう

地域・事業者・要援護者・各種団体

との協力関係の構築を図っていく。 

平成 25 年度の防災訓練において

は、これまで訓練に参加いただいて

いる聴覚障がい者の方々の意見を取

り入れた FAX による情報伝達訓練を

実施した。聴覚障がい者が災害情報

を入手する手段には、FAX が情報伝

達ツールとして最もポピュラーであ

ることから、行政と双方向での情報

伝達訓練を実施した。これらの取組

みにより、西区計画に掲げている

「一人も見逃さない運動」の推進に

取り組んでいる。 

（西区総務課） 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域防災計画の見直し等 

ア 災害時要援護者支援のための横断的組織の確立 

  支援条例第 3 条では，「市は，要援護者への支

援業務に関係する横断的組織の確立（中略）を図

り，支援業務に必要な情報の共有及び活用に努め

なければならない。」と規定されている。 

ガイドラインの策定にあたっては要援護者支援

に関係する部局で検討会を立ち上げ横断的に取り

 

 

 現在、地域防災計画の改定作業を

行っており、平成 26 年度中に開催

を予定している神戸市防災会議に諮

り、横断的組織を地域防災計画に反

映することで、改善の措置を講じる

予定である。 

 

 

措置方針 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

組むとともに，ガイドラインでは平常時における

庁内の役割分担を定めている。 

ついては，地域防災計画においても，要援護者

支援に関係する横断的組織について，その構成及

び役割を明記されたい。 

     （危機管理室，保健福祉局計画調整課） 

 

イ 要援護者支援団体の役割 

現行地域防災計画「９－６ 災害時要援護者の支

援に向けた平常時からの取り組み」において，「災

害時要援護者支援のための体制づくりの推進」，「災

害時要援護者リストの整備」，「福祉避難所（要援護

者用避難所）の指定」については規定されている

が，条例で規定された要援護者支援団体の役割及び

本市による支援措置については，記載されていな

い。これらについても，地域防災計画において，明

記されたい。 

（危機管理室，保健福祉局計画調整課） 

 

ウ 要援護者相談員の設置 

保健・福祉に関する相談体制の強化及び災害時

の在宅の要援護者の安否確認と福祉ニーズを把握

するため，あんしんすこやかセンター及び見守り

推進員等の福祉資源の活用も含め，要援護者相談

員の仕組みを早急に検討されたい。 

     （保健福祉局計画調整課） 

 

 

 

エ 福祉避難所運営マニュアルの作成 

厚生労働省の「福祉避難所設置・運営に関するガ

イドライン」等を参考に，具体的な受入れ手続き，

物資・器材の備蓄，対象者の移送手段，運営方法，

専門的な技術を要する人材の確保，提供する福祉

サービスなど福祉避難所に関する運営マニュアルの

策定を検討されたい。 

（危機管理室， 

保健福祉局計画調整課） 

 

 

 

 

 

 

現在、地域防災計画の改定作業を

行っており、平成 26 年度中に開催

を予定している神戸市防災会議に諮

り、要援護者支援団体の役割及び本

市による支援措置についても地域防

災計画に反映することで、改善の措

置を講じる予定である。 

（危機管理室， 

保健福祉局計画調整課） 

 

 

 

災害の規模や発生状況等によりさ

まざまな被災状況が想定されること

から、民生委員に限らず、地域の多

くの人に相談機能を担っていただく

ことが必要になると考えており、災

害時に必要な相談機能の確保に向け

て、引き続き検討を行う。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

 

 福祉避難所のうち、福祉施設につ

いては、神戸市老人福祉施設連盟の

加盟施設に対する運営マニュアルを

平成 25 年度末に策定したところで

ある。地域福祉センターについて

は、各区の体制などを踏まえなが

 

 

 

 

 

 

 

 

措置方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置方針 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

（保健福祉局計画調整課） 

 

 

オ 本市と社会福祉協議会の要援護者情報の共有 

市（区）社会福祉協議会と災害ボランティアによ

る災害時の要援護者支援のあり方，共有化する要援

護者情報の内容及びその活用のルールづくりを検討

されたい。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

ら、引き続き検討を行う。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

 

市（区）社会福祉協議会の役割と

しては、平常時・災害時ともに、要

援護者支援団体を支援する役割が重

要であると考えている。地域福祉の

分野における市（区）社会福祉協議

会の役割はさまざまであることか

ら、効果的な要援護者支援のあり方

等について引き続き検討を行う。 

（保健福祉局計画調整課） 

 

 

 

 

 

措置方針 

 

 

 

 

 

 

 

③区役所の防災福祉機能の向上 

ア 防災福祉関係実務者（係長，担当者）間の情報

の共有化 

 各区において，課長会等での情報共有化及び事業

の総合調整を進めているものの，防災福祉関係実務

者（係長，担当）間のコミュニケーションが緊密で

はない面も見られ，その役割の認識や事業情報及び

地域情報の共有化などが，必ずしも十分に図られて

いるとはいえない。ついては，なお一層の情報の共

有化及び事業協力を図られたい。 

（各区総務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでも防災福祉関係の案件

は、情報共有や事業協力の観点から

連絡調整会議等を開催し、遺漏無き

よう努めてきている。これまで同様

地域へ働きかけていく際は、連絡調

整会議を開催し、その後地域等にお

ける活動の具体化が進む際には、実

際に事務を担当している実務者間の

連絡調整会議の開催も視野に入れて

いく。 

（東灘区総務課） 

 

灘区においては、平成 24 年度か

ら、区内の行政機関（灘消防署、灘

警察署、東部建設事務所、灘区役所

（総務課、まちづくり課、健康福祉

課、区社協、市税事務所））をメン

バーとする「灘区防災関係課長会

議」を発足させているが、実際の出

 

 

 

措置方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

席者は課長級、係長級のみならず担

当者も参加する中で、時々の要請に

応じてメンバー以外の関係セクショ

ンにも参加いただき、必要な情報交

換等を行っている。 

内容としては、区の防災組織計画

から、要援護者対策、都賀川対策、

土砂災害対策、新型インフルエンザ

対策等多岐に及んでいる。今後も積

極的な情報共有ができるようにして

いきたい。 

（灘区総務課） 

 

区社会福祉協議会主催により関係

課・係長の連絡会議を定例的に開催

する等，一層の地域活動への支援情

報の共有化，コミュニケーションを

図っており，引き続き，充実・拡大

するなど事業協力に努めていきた

い。 

（中央区総務課） 

 

兵庫区では，要援護者支援の推

進，防災対策等，一部署，一機関

のみで対応することができない事

項については，区役所，消防署，

建設事務所などが会議や打合せを

密に行い，情報を共有し，課題に

対する役割分担などについて議論

し，課題解決に向けた相互協力に

努めてきたところである。その際

には，係長及び担当が中心となり

連絡調整を行っており，防災福祉

関係実務者間の連携はスムーズに

行われている。 

 今後も引き続きこうした取組み

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を継続する。 

（兵庫区総務課） 

 

北区においては、平成 24 年度よ

り災害時要援護者支援の取組を進め

ており、日常の地域の見守り（マン

ツーマンディフェンス）の輪を厚く

し、災害直後は組織的な支援（チー

ムディフェンス）が出来るように地

域と取り組んでいる。災害時要援護

者の取組は各課に関係しているた

め、区役所内で地域の窓口を決め、

地域担当制により事業を進めてい

る。 

 そのため、区内の防災福祉関係機

関（総務課、まちづくり推進課、健

康福祉課、区社会福祉協議会、北消

防署）との部・課長会や、係長・担

当者会議を開催し、各所管課が担当

している地域の進捗状況等情報共有

を行っている。 

（北区総務課） 

 

区役所の災害時の体制・機能等に

ついては区の防災組織計画で定めて

いるが、区総合防災訓練や地域の訓

練等の機会等を活用し、一層の情報

共有と協力体制を進めていくととも

に、検証を継続していく。 

（長田区総務課） 

 

これまでも既存の会議の場で、防

災福祉関係についても、必要に応じ

て情報交換等を行っている。今後

も、区内の事業の情報共有・事業協

力に努めていきたい。 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（須磨区総務課） 

 

毎年、区防災組織計画にかかる各

所属における役割について、区役所

内で研修を実施し、係長、担当者に

周知を行う機会を設けている。 

 また、既存の会議の場においても

実務者の情報共有を行う場を設けて

おり、課題解決に取り組んでいる。 

 今後も情報の共有化の充実・拡大

に努め事業を推進していきたい。 

（垂水区総務課） 

 

西区では、「西区防災パトロー

ル」・「ため池パトロール」・「西区総合

防災訓練」などを通じて、神戸西警

察署、西消防署、西建設事務所、西

区役所等で各地域の特性を事前に

情報共有している。西区総合防災訓

練では、災害発生を想定し、各行政

機関から職員を派遣し、区役所内に

オペレーションセンターを設置して災

害情報の収集・共有をしながら各機

関が必要な災害対策が講じることが

できるようにしている。また、実際に長

雨などで災害発生が懸念される際に

は、各行政機関内で相互に情報交

換を行い、災害情報の共有に努めて

迅速な災害対応ができるようにして

いる。 

区役所内においても総務課・まち

づくり課・健康福祉課では、特に連

絡を密に取り合い、災害情報の発信

や福祉避難所の開設準備など、迅

速な災害対応ができるようにしてい

る。加えて、西区社会福祉協議会を
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 
 

 

 

 

 

 

イ 区役所の防災福祉機能の検証 

区役所の防災・災害救助業務は広範囲でかつ専門的

であるが，近年，阪神・淡路大震災を経験した職員が

少なくなってきていることから，区役所における防災

機能の維持が困難になることが懸念される。 

 区役所の防災福祉機能・体制のあり方，危機管理室

との関係，地域の防災訓練のあり方などを検証し，区

役所の防災福祉機能の一層の向上を図られたい。 

（各区総務課） 

 

 

 

 

 

 

通じて、ボランティア団体との連絡を

取りながら災害時に必要な対策が取

れるように努めている。 

（西区総務課） 

 

 

 

災害発生時、市民対応の最前線と

なる区役所において、多岐にわたる

防災業務についてはその機能維持が

難しくなることも考えられる。今

後、地域における災害時要援護者支

援計画策定を働きかける際に、区役

所内の体制や危機管理室との関係な

ど、関係機関と緊密に連携しなが

ら、防災福祉機能の向上を図ってい

きたい。 

（東灘区総務課） 

 

灘区では、平成 24 年 4 月から毎

月 1 回定例的に「灘区防災関係課長

会議」を灘消防署、東部建設事務

所、灘警察署及び区内関係課（ふれ

まち担当課、要援護者対策担当課、

区社協含む）の課長級及び係長級以

下の職員の参加のもと開催している

（危機管理室も随時参加）ほか、灘

消防署主催の防災福祉コミュニティ

連絡会や、毎年 6 月に灘消防署にて

実施し各防災福祉コミュニティが参

加する河川見守り検証訓練や 1 月

17 日実施の市民防災の日の訓練に

も、区役所として担当者も含め参加

している。また、平成 25 年 9 月 30

日には灘区医師会をはじめとする三

師会と災害時における緊急医療及び
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

救護について協力する協定を締結す

るなど、各方面にて協力体制、情報

やノウハウ共有はできていると考え

ている。 

また、各地域で開催される防災訓

練等においても必要に応じて区役所

も参加するなどしている。 

今後は、危機管理室との関係を

もっと緊密な関係を築いていく必要

があると感じている。 

（灘区総務課） 

 

一昨年より，区総合防災訓練は，

消防署による防災技術研修会と連携

することにより，企業と地域団体、

行政が一堂に参加できる防災訓練に

取り組んでいる。また別組織ではあ

るが，同一庁舎内にあることから，

東部衛生監視事務所を防災訓練に参

加していただくなど区役所の防災機

能の維持に努めている。 

今後とも，関係機関と緊密に連携

しながら，区役所の防災福祉機能の

向上を図っていきたい。 

（中央区総務課） 

 

区の防災福祉機能・体制等につ

いては，（危機管理室所管の）神戸

市地域防災計画に定められており，

同計画に基づいて，区のそれぞれの

所管課がその機能を果たすべく体制

を整備しながら，地域特性なども勘

案しつつ，見直しが必要なところは

随時見直しをおこなってきたところで

ある。 

また，区の防災機能を維持するた
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

め，防災訓練等で各部署の役割を

確認するなど年間を通じて様々な取

組みを行い，本庁所管課である危機

管理室及び保健福祉局とも連携しな

がら，事業を進めている。 

また，地域の防災訓練について

は，地域が自主的かつ継続的に実

施することが極めて重要である。その

ため，各地域の特性に応じた地域に

よる防災訓練が継続的に実施される

よう，かねてから 消防署が支援を

行っており，津波への対応や要援護

者支援の取り組み等のその時々の

問題を考慮したり，地域の要望に応

じたりしながら，防災訓練のあり方を

毎年検証し，見直しを進めてきたとこ

ろである。今後も区の関係課が協力

しながら，こうした支援を続けていく。 

（兵庫区総務課） 

 

北区では、毎年実施する区総合防

災訓練を各地域の防災福祉コミュニ

ティや消防・警察・建設事務所・水

道局など防災関係機関と協力し、共

同開催している。 

また、訓練実施地域だけでなく、

各種団体や他の防災福祉コミュニ

ティにも案内を送付し、区総合防災

訓練で実施している要援護者支援訓

練などを見学していただき、各地域

の訓練に役立ててもらっている。 

 防災福祉コミュニティに関して

は、消防局が主催している防災福祉

コミュニティ会議に区（総務課・必

要に応じ健康福祉課）も出席し、情

報提供を行うとともに、区が企画す
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

る防災ワークショップなども同時開

催することにより、連携を深めてい

る。 

 また、台風等による浸水被害・避

難所開設の準備に備えるため、消防

署と北区で関係会議を開催し、防災

指令発令時に消防職員が区役所に出

務するよう体制強化を行った。 

 今後についても、危機管理室をは

じめ関係機関との連携を図っていき

たい。 

（北区総務課） 

 

区役所の災害時の体制・機能等に

ついては区の防災組織計画で定めて

いるが、区総合防災訓練や地域の訓

練等の機会等を活用し、一層の情報

共有と協力体制を進めていくととも

に、検証を継続していく。 

（長田区総務課） 

 

 区の災害時の体制・機能等につい

ては各区防災組織計画で定めている

が、須磨区では、毎年、見直しを行

い策定している。 

また、危機管理室をはじめとする

防災関係機関とは、日ごろから情報

共有を図るなど連携に努めており、

特に区内の主たる防災機関である、

消防署・建設事務所とは連絡会を開

催し、速やかに災害対応が行えるよ

う連絡体制の強化を進めている。 

今後も、区総合防災訓練や地域の

訓練等の機会等も活用しながら、一

層の情報共有と協力体制の整備を進

めていきたい。 
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平成２５年度 行政監査（監査対象：危機管理室・保健福祉局・消防局・各区役所） 

意見の概要 措置内容 措置状況 
 

（須磨区総務課） 

 

毎年、区総合防災訓練の実施前に

関係機関と調整会議を複数回実施

し、過去の防災訓練を通じた防災体

制のあり方の議論や現状の課題等を

話し合う機会を設けている。 

今後も関係機関との意見のすり合

わせを行う機会を充実させ防災福祉

機能の向上を図りたい。 

（垂水区総務課） 

 

現在、西区役所では、市民の安全

と生命を守る観点から防災への取り

組みを進めている。防災力を強化す

るためには、日頃からの訓練や地域

での防災力の向上が不可欠であるこ

とから、地域の住民・要援護者・事業

者・行政とが協働で行う訓練が必要

である認識しており、区役所では各

種防災訓練を実施している。 

区役所の防災組織の在り方につい

ては、危機管理室や保健福祉局等

関係組織と連携しながら、区内関係

課と協力し、防災体制の整備・強化

の取り組みを進めている。 

（西区総務課） 
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